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要  約   

本研究では，既存の高層RC造で使用されている強度のものよりも一段高いコンクリー  

ト（Fc＝300－600kgf／cml（29．4－58．5MPa））と鉄筋（SD40－SD70級）を用いて50階建  

ての高層鉄筋コンクリート造集合住宅の開発の可能性について研究することを目的として  

いる．   

本報は，昨年度1）に引き続き，高強度コンクリートおよび高強度鉄筋を用いた中型はり部  

材実験ならびに柱・はり接合部実験を行い，その耐震性能について実験的に検討を行った  

ものである．  

行い，高強度部材の力学的性状について究明することを  

目的としている．  

目  次  

§1．はじめに  

§2．中型はり部材実験  

§3．柱・はり接合部実験  

§4．おわりに  
§2．中型（まり部材実験   

2－1実験概要  

（1）試験体種別   

試験体は全部で7体であり，試験体種別の詳細を  

TabJelに示す．試験体はFig．1に示すように，曲げ  

耐力に対し鉄筋径を変化させる方法と，鉄筋本数を変化  

させる方法の2種で設計されている．  

（2）試験体形状，寸法および配筋   

試験体形状，寸法および配筋の一例をFig．2に示す．  

断面寸法は∂×β＝20×40cm，クリアスパンは160cm  

（α／β＝2．0），あばら筋間隔は12cm（2－DlO）で，全  

試験体共通である．  

（3）使用材料   

コンクリート強度をTablelに示す．実験時のコンク  

リート強度は砲＝548kgf／cm2（53．7MPa）であった．   

使用鉄筋の機械的性質をTable2に示す．鉄筋は全て   

§1．はじめに  

近年，SD40以上の鉄筋は勿論のこと，コンクリートも  

高強度のものまで製造可能になってきており，これらの  

高強度かつ高品質の材料を用いた新しいRC造建築物  

の開発が行われている．   

本報は，昨年度1）に引き続き，SD70級の高強度鉄筋と  

砲＝548kgf／cm2（53．7MPa）の高強度コンクリートを用  

いた中型はり部材の曲げせん断実験ならびに高強度鉄筋  

（SD70級）と高強度コンクリート（0・B＝335～505kgf／  

m2（32．9～45．5MPa））からなる柱・はり接合部実験を  

＊技術研究所原子力課長  
＊＊技術研究所原子力課  
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Tablel試験体種別  

A－A断面  

共通事項  

はり幅 ＝20cm  

はりせい＝40cm  

せん断スパン   

α／β＝2．0  

（力。＝160cm）  

i三  筋 SD70級  

あばら筋 SD70鞭   

2－DlO ＠120  

軋＝0・59％  

加力方法   

正負繰り返し加力  

Fig．2 試験体の形状・寸法・配筋の一例（No．2）  

Table2 使用鉄筋の機械的性質  

鉄筋径  Aぷ   qy   J椚   昆   

D13  1．27  7510  9460  2．07  

D16  1．99  6870  8880  1．82  
主筋  
D19  2．87  6440  8300  1．86  

D25  5．07  6330  8390  1．84   

あばら筋  DlO  0．71  ＊7850  10600  2．09   

本数増加  

A占：断面積（（畑） ＊0．2％耐力  

ち：降伏強度（kgfノ蘭）Jれ：引張強度（kgf／蘭）  

＆：弾性係数（×106kgf／腑）  

D13  D16  D19  D25  

Fig．1断面の配筋  

SD70級の高強度鉄筋であり，主筋にはD13～D25の4  

種を，あばら筋にはDlOを使用した．  

（4）加力方法   

加力方法は逆対称加力であり，正負繰り返し加力を変  

形制御で行った．  

（5）変形測定方法   

変形測定は，試験部分のスパン間の相対たわみを変位  

計（1／100mm）で測定し，主筋，あばら筋ひずみの測定  

をワイヤーストレインゲージで行った．  

2－2 破壊形式およぴQ－R曲線   

各試験体の荷重一変形曲線昭一斤曲線）の一例を  

Fig．3に示す．いずれの試験体もQ一尺曲線は逆S形  

の傾向を示しじ全試験体とも曲げ降伏したが，♪亡の大き  

いNo．4，No．6の試験体は付着きれつが比較的多く発  

生し7∴ Lかし，全試験体とも付着破壊はしておらず，  

曲げ降伏後，材端でのコンクリートの庄壊により最終的  

に破壊している．   

2本配筋のNo．1～No．4試験体のように鉄筋径を大  

きくした場合，最大耐力は上昇するが，部材の変形性能  

Fig．3（フーガ曲線の一例  

は小さくなる．また，No．2，No．5～No．7試験体のよ  

うに，鉄筋本数を増やした場合についても同様のことが  

いえる．  

2－3：長大荷重と既往式との比較   

各試験体の最大荷重，限界部材角（0．8×最大荷重時に  

おける部材角）および諸計算値の一覧をTable3に示  

す．  

（1）曲げ終局強度   

Fig．4は，最大荷重と（a）式による曲げ終局強度を比較  

したものである．全試験体とも実験値は計算値より大き  

い値を示しているが，実験値に対する計算値の比は  

1．14－1．16の範囲に分布しており，よく合致している．  

（2）イ増強度   

Fig．5は，狩野式（b九森田式（c）および広沢式（d）におけ  

る計算値と最大荷重を比較したものである．実験値が森  

田式（C）の計算値より小さいものは，付着きれつの発生が  
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Table3 実験結果および計算値一覧  

実 験 値◆1  計 算 値  

試験件名            最大荷重  限界部材角  ¢咄  貌1  ¢汀2  ¢ぴ3  

（げ）  （×10‾2rad）  

No．1   8．8   4．6   7．7  29．9  17．9  14．2   

No．2   12．9   4．7   11．1  30．3  18．6  18．2   

No．3   17．4   4．0   15．0  30．6  19．2  22．3   

No．4   29．1   3．4   26．0  31．2  19．8  30．3   

No．5   19．1   4．0   16．6  30．7  19，0  21．9   

No．6   25．2   3．5   22．2  31．0  19．3  24．3   

No．7   28．9   3．5   25．8  38．5  25．0  25．5   
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1  3  5  7  

せん断余裕度（仏－／Q耶）  

Fig．7 せん断余裕度と限界部材角の関係  ほとんど認められないが，付着きれつの発生が多数みら  

れた試験体は森田式（C）の計算値より大きい値を示しじ  

2－4 限界部材角に関する検討  

（1）引張鉄筋比伍）の影響   

Fig．6に，限界部材角と♪fの関係を示す．主筋にD16  

を用いた試験体では，2段配筋の試験体（No．7）を除け  

ば，久が増えることにより限界部材角が減少する傾向に  

ある．また，他の鉄筋径の異なる試験体についても同様  

のことがいえる．  

（2）せん断余裕度との関係   

Fig．7に，せん断余裕度（＝蝕む6）佃mぴ2））と限界部材  

角の関係を示す．本実験では全試験体とも曲げ降伏して  

おり，せん断余裕度が1．0を下回るものはない．せん断余  

裕度が増すと，限界部材角が増大する傾向がみられ，本  

実験では，せん断余裕度が2．3～5．4の範囲では，せん断  

余裕度と限界部材角の関係は，ほぼe）式のようになっじ   

58  

亀／100＝0．372伯ぶ〟／¢m“）十2．605…………… （e）   

2－5 主節のひずみ分布   

Fig．8（Ⅲ紬二，各測定点での主筋のひずみ分布（正荷  

重時）の一例を示す．限界部材角時には，材端部（①－②，  

⑨～⑲区間）は降伏しているが，部材中央部の測定点（④  

～⑦区間）では降伏ひずみに達していない．これは他の  

試験体も同様であった．図より，変形が進んでいくに従  

って塑性械が広がっていく傾向がみられる．  

2－6 あばら筋ひずみ分布   

F厄．9（1），（2）に，各測定点での限界部材角時のあばら  

筋ひずみ分布を示す．♪亡の大きな試験体（No．4，No．7）  

では，試験体中央付近まで大きなひずみが生じている．  

九が1％に満たない試験体（No．1－No・3，No・5，No・   
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Fig・10 部材中央部の付着応力度と部材角の関係  
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Fig・11部材中央部の最大付着応力度と計算値の比較   

（1）部材中央部（④～⑦区間）における付着応力の履歴   

Fig．10（1），（2）は，部材中央部における付着応力度と部  

材角との関係の一例を示したものである．   

Fig・10（1）より，主筋本数が2本のものを比較した場  

合No．1試験体を除けは限界部材角暗まで付着応力度  

は上昇している．また，Fig．10（2）に示すように，主筋  

がD16のもので比較した場合，付着きれつが多数発生し  

たNo・6試験体は，R＝1．0（×10A2rad）で最大付着応  

力度に達した後，付着応力度は徐々に低下し，限界部材  

角に達する前に付着応力度は大きく低下している．  

（2）部材中央部（④～⑦区間）における付着応力度の最  

大値と計算値の比較   

Fig・11は，部材中央部における付着応力度の最大値  
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Fig・9 限界部材角時のあばら筋ひずみ分布  

6）では，材端からはり成程度までの区間で大きなひずみ  

が生じているが，中央部でのひずみ度はあまり大きくな  

い．降伏ひずみに達している試験体は，No．4，No．6，  

No．7の3体で，これらの試験体の限界部材角は  

3．4－3．5（×10‾2rad）で，他の試験体が4．0（×10‾2rad）  

11上であるのに対して低い値となっている．  

2一丁 付着応力度分布  
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と，藤井・森田7）の（f）式における計算値とを比較した  

ものである．  

丁び＝（0，307∂f＋0．427  

＋24．9烏Aβと／5〃硫）√亮……………… （f）  

ぁが1％を越える試験体（No．4，No．6，No．7）の実  

験値に対する計算値の比は，0．91～1．05で計算値と比較  

的合致している．また，実験値が計算値を上回ったNo．  

6試験体は，付着きれつの発生が顕著であった．ぁが小さ  

い0．55％以下の試験体（No．1，No．2）では，計算値と  

の比はかなり低い値を示している．   

2－8 まとめ   

高強度鉄筋（SD70級）と高強度コンクリート（差＝  

548kgf／cm2）を併用した中型はり部材について実験を行  

った結果，次のことが認められじ  

①♪亡＝0．35％～1．41％の範囲では，曲げ降伏後コンクリ  

ート庄壊による曲げ破壊であった．ただし，No．4，No．  

6の試験体では，付着きれつが多数発生した．  

②全試験体ともQ一月曲繰は逆S形の傾向を示しじ  

③各試験体の，最大値と（a坑による曲げ終局強度計算値  

はよく一致している．  

④実験値が森田式（C）の付着強度を下回るものでは，付着  

きれつの発生はほとんど見られなかった．  

⑤付着きれつが多数発生したNo．4およびNo．6試験  

体の実験値は，狩野式（b）および広沢式（d）の計算値と近似  

していた．  

⑥動の増加にともない限界部材角が減少する傾向がみ  

られた  

⑦せん断余裕度が増すと限界部材角が増大する傾向がみ  

られた．  

⑧あばら筋が降伏ひずみに達している試験体の限界部材  

角は，他の試験体が4．0（×10‾2rad）以上であるのに対  

して低い値となっている．  

⑨付着きれつが多数発生したNo．6試験体の部材中央  

部での付着強度は，最大値を示した後低下する傾向が見  

られた．また，部材中央部の最大付着応力度は，九が1％  

を越える試験体では，藤井・森田（f）式の計算値とよ  

く合致することが認められた．  

Table4 試験体種別  

dゎ：はりl偶の呼び名の径  

Fc300シリーズとFc500シリーズの2シリーズに大別  

されている．雨シリーズの相違はコンクリート強度のみ  

であり，両シリーズの試験体の形状，寸法，配筋は同一  

である．各シリーズともはり降伏型であり，はり主筋は  

鉄筋径で2－DlO，2－D13，2－D16の3種で設計されてい  

る．   

はりの九は0．27％（2－DlO），0．48％（2－D13），0・75  

％（2－D16）である．柱の♪fは0．96％（3－D16）とし，  

はり断面の曲げ強度より大きく設計している．柱，はり  

のせん断補強2－D6＠50（九＝0．51％）は全試験体共通  

である．   

鉄筋は主筋，せん断補強筋ともSD70級の異形鉄筋で  

ある．柱，はりの主筋は全試験体とも接合部で通し配筋  

§3．柱・はり接合部実験   

3－1実験概要  

（1）試験体種別   

試験体は全部で6体であり，試験体種別の詳細を  

Table4に示す．試験体は，コンクリート設計基準強度   

占0  

500  

3＝H－400D16  
6＝H－600－D16  

Fig．12 試験体形状，寸法および配筋の一例   
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0．5（×10．2rad）漸増で行い，4．0（×10－2rad）の繰り  

返し後，実験を終了した．柱の軸力は作用させていない．  

試験部分の柱の層間変形，柱，はりの相対変形などを変位  

計（1／100mm）で測定した柱，はりの主筋および，せ  

ん断補強筋ひずみの測定をワイヤーストレインゲージで  

行った．コンクリートのひずみをコンタクトゲージで測  

定した．  

3－2 Q－R曲線および睦敏捷過   

全試験体の層せん断カー層間部材角曲線（Q一月曲  

線）をFig．14に示す．また，各試験体の最終きれつ図  

の一例をFig．15に，最大荷重をTable6に示す．全  

試験ともはり降伏後，靭性のある性状を示した．全試験  

体とも柱主筋は降伏していない．¢一月曲線は全試験体  

とも逆S形の傾向であった．   

各シリーズとも，はり主筋の鉄筋径が大きいものほど  

逆S形の傾向が強く，同一鉄筋径のものではコンクリー  

ト強度の弱いものが逆S形の傾向が顕著である．全試験  

体とも層間部材角斤＝4．0（×10－2rad）まではほとんど  

荷重の低下は見られなかった．接合部のせん断きれつは，  

最大荷重の大きいものほどきれつ数が多く，きれつ幅も  

大きかった．全試験体とも接合部内での顕著な付着きれ  

つは見られなかった．これは，はり主筋が柱主筋の内部  

に配筋され，側面かぶり厚さが大きいためと考えられる．  

3－3 はり主筋ひずみ履歴について   

Fig．16は，はり材端および接合部中央でのはり主筋  

ひずみ履歴の一例を，Fc300シリーズの3体，Fc500シ  

リーズのD16試験体について示したものである．接合部  

（15．6d。～25．Od。）されている．  

（2）試験体の形状，寸法および配筋   

試験体の形状，断面寸法は全試験体同一である．柱，  

はりとも∂×β＝25×25c叫クリアスパン50cm（α／β＝  

2．0）の十字型試験体である．試験体の形状，寸法および  

配筋の－1列をFig．12に示す．  

（3）使用材料   

コンクリートは普通コンクリートで，各シリーズごと  

に同一バッチのレディーミクストコンクリートで打設し  

じ コンクリート強度は実験時で，Fc300シリーズのも  

のが335kgf／cm2（32．9MPa），Fc500シリーズのものが  

505kgf／cm2（49．5MPa）であっT：．   

使用した鉄筋は，全てSD70級の高強度鉄筋である．機  

槻相生質をTable5，Fig．13に示す．D6は明確な降  

伏点を持っていない．  

（4）加力および変形測定方法   

加力は，はり両端および柱上端をローラー支持した状  

態で，柱下端加力点に正負1回の繰り返し加力を手動式  

オイルジャッキ（1（抑t）で行った．   

繰り返しは，層間部材角斤＝3．0（×10‾2rad）までを  

Table5 使用鉄筋の機才戒的性質  

鉄筋径  Aざ   qy   J椚   旦s   

DlO  0．71  8010  10260  2．00  

主筋             D13  1．27  7370  9350  1．90  

D16  1．99  7000  9020  1．80   

せん断   D6   
補強筋  

0．32  ＊7480  9700  1．80   

A古：断面積（cが）  ＊0．2％耐力  

01：降伏強度（kgf／cm2） 0・m：引張強度（kgf／cm2）  

畏：弾性係数（×106kgf／廊）  

0．3  0．6  0．9  

こ 亡（％）  

Fig．13 鉄筋の㌃亡曲線  Fig・14 各試験体の¢一月曲線  
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19は，はり材端（㊧位置）のコンクリートひずみとはり  

のせん断力の関係を示した一例である．   

はり材端のコンクリートひずみは，主筋の降伏にとも  

なって大きく増大する．圧縮時のはり材端のコンクリー  

トひずみは，引張ひずみの小さい段階では，ほぼ原点に  

戻っているが，引張ひずみが大きくなるに従って引張ひ  

ずみが残留することが認められる．   

Fig．20に，Fc300シリーズの3体の部材角斤＝  

4．0（×10－2rad）時のはり下端全区間のコンクリートひ  

ずみ分布を示す．各試験体とも，コンクリートのひずみ  

は大部分が材端に集中しており，そのひずみは鉄筋径が  

細くなるほど大きくなる傾向を示した．他の部分のひず  

みは小さかった．これらの性状は，Fc500シリーズの3  

体も同様であった   

Fig．21は，Fc300シリーズ3体のはり材端（④位置）  

でのコンクリートひずみと，層間部材角の関係を示した  

ものである．コンクリートひずみは，主筋の降伏以後，  

大きくひずみが増大し，層間部材角と比例的に増加して  

いることが分かる．また，そのひずみの増加は，はり主  

筋径が太くなるほど小さく，材端のコンクリートひずみ  

が層間部材角に与える影響が少なくなっている．これは，  

主筋量が大きくなると層せん断力が上昇し，はり部材以  

外の影響が大きくなるため，同一層間部材角では，はり  

部材の変形量が少ないためと考えられる．  

3－6 接合部内のせん断補強筋のひずみ性状   

Fig．22は，各試験体の接合部内のせん断補強筋ひず  

み分布をシリーズ別に示したものである．図は，各せん  

断補強筋のひずみの最大値の分布であるが，分布は接合  

部中央のひずみが最も大きく，三角状の分布を示してい  

る．  

3－7］隆含部はり主筋の付蒲性状   

Fig．23は，Fig．17のはり主筋ひずみをもとに，Fc  

500シリーズ3体について接合部内のはり主筋の付着応  

力分布を主筋径別に示したものである．実線で示した引  

張人力サイド①～②区間）は主筋径が太くなるほど付  

着応力度が低下している．これは，D16のものは付着の劣  

化が進んでいるためであり，反対に圧縮側（②～（診区間）  

では引張側の付着力が健全なため，主筋径が細いものほ  

ど付着応力度が小さくなっている．  

3－8 まとめ   

実験結果より次のことが認められた．  

①Q一尺曲線は逆S形の傾向が強く，はり主筋の鉄筋  

径の大きいものほど，コンクリート強度の低いものはど  

その傾向が強い．  

②はり主筋の通し鉄筋の定着が15．6d。～25．Odb（db：   

・才 t■◆   b   阜           コ  

JH－500－D16  

Fig．15 最終きれつ図の一例（Fc500シリpズ）  

Table6 最大荷重  

最大層■  

試験体名  せん断力  

JH－300－DlO   5．97  

Fc300 シ リーズ  9．32  

JH－300－D16   12．07   

JH－500－DlO   6．32  

Fc500 シ リーズ  9．69  

JH－500－D16   13．20  

＊正負平均   

中央②位置では各試験体とも，正，負荷重時において常  

に引張ひずみになっている．   

①，③位置のはり材端の主筋は，いずれの試験体とも  

荷重の小さい時点から圧縮鉄筋が引張化する現象が見ら  

れ，荷重が増加するほどその傾向が増大する．降伏後，  

荷重を除荷しても相当量の引張残留ひずみが見られ，は  

り材端が全体的に伸びていることがわかる．  

3－ヰ はり主筋ひずみ分布について   

Fig．17に，Fig．16のひずみ履歴をもとに，降伏以  

前における主筋ひずみ分布の例を示す．図より，降伏以  

前でも圧縮鉄筋が引張化する現象が見られる．その現象  

はFcが同一の場合，主筋径の太いものほど大きくなる  

こと，また，鉄筋径が同一の場合，Fcが高くなると小さ  

くなる傾向を示すことから，コンクリート強度増大の効  

果が認められる．  

3－5 はりのコンクリートひずみ   

コンクリートひずみは，Fig．18のように，はり主筋  

位置で10cm区間毎にコンタクトゲージで測定した．Fig．  
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・ヰ≡ヨ・∃  
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Fig．16 はり主筋ひずみ履歴の一例  
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Fig．19 はり材喘コンクリートひずみ履歴の一例  
25   0   0   25   5050   25   0   0   25  

≡材端からの騰♯（em）  ＋＝材端からの距離（印l〉  

Fig．17 はり主筋ひずみ分布  

・招－∃芸芸≡  

ロ 0 0 ロ ロ ロ【P  【も D O  【コ  lコ  【】  

はり   

⊂l  ⊂】 【コ  鼎 貝。  
100  

Fig．18 コンクリートひずみ測定位置  

はり主筋の呼び名の径）の範囲内では，層間部材角々＝  

4．0（×10‾2rad）までは，ほとんど荷重の低下は見られ  

なかった．  

③接合部中央のはり主筋ひずみは，正，負荷重時でも常  

50  0    0  50  

÷二材端からの距離tcm）  

Fig．20 はりコンクリートひずみ分布  

に引張ひずみが作用している．また，はり材端の圧縮鉄  
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Fig．23 接合部内はり主筋の付着性状  
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Fig．21層間部材角とコンクリートひずみの関係  
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Fig．22 接合部内せん断補強筋ひずみの分布  
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筋が引張化する現象が見られる．  

④はり材端のコンクリートひずみも，圧縮時で引張ひず  

みが残留することが認められた．  

⑤接合部内せん断補強筋ひずみ分布は接合部中央のひず  

みが最も大きく，三角状の分布を示した  

（亘刀妾合部内のはり主筋の付着性状は，引張人力サイドは  

主筋径が太くなるほど付着応力度が低下し，圧縮人力サ  

イドでは引張側の付着力が健全なため，主筋径が細いも  

のほど付着応力度が小さくなることが認められた  
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